
国立大学法人山口大学

【事業タイプ】 専門分野強化

リサーチ・アドミニストレーターを
育成・確保するシステムの整備



• URA組織の中心となるURA室を整備し、本学研究活動の中・
長期的な展開支援を行う組織として立ち上げる。

• URA室の活動を長期にわたって維持し、本学の研究力を強

化するとともに、その研究力を外部資金（共同・受託研究費、
科学研究費補助金）の増加につなげる。

URA組織体制整備・維持に対する方針

URA組織の立ち上げ

研究力の強化と外部資金の増加



中期目標の達成のためのURAの役割

■研究に関する中期目標（平成22～27年度）

山口大学は、専門分野での学問深化と、分野間の協力で行う総合的な研究によって、人間、社会、
自然などの総合的な理解を進める研究、課題を解決する研究、新たな価値創造を目指す研究を推
進します。（後略）

■中期目標を実現するために不可欠な体制

１．研究力のさらなる増強が可能な体制

２．事務対応案件の高度専門化に伴う対応体制

・若手研究者の育成・研究基礎力の強化・プロジェクト型研究の積極的な推進

・契約の複雑化など、高度化する案件対応 ・法令遵守に対する対応

 これらの対応体制構築のため、URA組織を以下の方針のもとに整備

教員

その他事務

学術

財務

研究

兼業・他
情報収集システム

経営・研究戦略
✓ 研究政策（知的財産教育等を含む）
✓ 研究戦略（研究力の調査・分析）、IR室と協力

プレアワード業務
✓ 公的資金による研究プロジェクトの企画と獲得支援
✓ 企業と大学の協働による新規プロジェクト創出
✓ 学内リソースによる新規プロジェクト創出
✓ 産学連携支援
✓ 研究契約締結支援

ポストアワード業務
（事務主導、必要に応じてURAも支援）
✓ 予算管理（学術研究部）
✓ 知財管理（知的財産センター）
✓ コンプライアンス（産学連携センター）
✓ 広報（学報別冊やURAが関与した/するプロジェクト）

U R A             

経営者層

➢ 情報提供
➢ 意思決定支援

DBによる情報収集

情報取得

入力 支援

学術研究部

財務部

学生支援部
教学

複数のDB

URA活動に
より情報収集



 知的財産
 イノベーション創出
 イノベーション人材育成
 研究業績

Plan

学内外との連携

➢ URA、産学連携CD
➢ 先進科学イノベーションセンター
➢ 産学公連携センター
➢ 知的財産センター
➢ 総合科学実験センター
➢ 学部・大学院・研究所・研究拠点Do

Check

研究成果

 研究拠点形成
〇新たな拠点の募集と支援
〇採択済みの研究拠点の支援

 イノベーションエコシステム支援

 時間学研究所の研究力強化

 中高温微生物研究センター支援

 応用衛星リモートセンシング研究セ
ンター支援

 各研究拠点の支援

 国際共同研究の推進
〇連携重点大学との研究交流支援
〇国際共著論文の増加

 イノベーション人材育成
〇アントレプレナー工房機能
強化
〇アントレプレナー教材作成
〇COC+事業との連携強化

 学部、大学院教育の提供
〇知的財産教育
〇研究者倫理教育

 コンプライアンス教育
〇貿易管理
〇研究ルールの周知

 イノベーション創出支援と情報発信
〇研究実績の情報発信（広報活動）

 包括的連携による技術移転
（宇部興産、トクヤマ）
〇ニーズ・シーズマッチング
〇新たな共同研究の発掘
〇包括的連携の継続交渉

 新たな包括的連携に向けた活動

 学術指導制度の運用強化
〇技術指導や技術相談の獲得
〇コンサルティング受託
〇先端機器の学外利用の促進
〇学外への計測サービスの提供
〇COC+事業との連携強化

 知的財産戦略
〇学内資源による知的財産創出
〇知的財産の戦略的申請
〇大学保有特許の利用促進

 産学連携研究の強化
〇学内研究者よる研究チームの創出
〇研究チームの企業との連携創出
〇共同研究契約締結支援
〇産学連携講座の拡充

 科研費等公的外部研究資金獲得支援
〇科研費申請書ブラッシュアップ
〇科研費獲得状況の分析
〇公的外部研究資金獲得支援

 総合科学実験センターの機能強化
〇先端計測機器の整備
〇常盤センターの設置

 若手研究支援
〇広島・徳島大学とのコンソ事業
〇卓越研究者の雇用
〇学内テニュアトラック制度の推進

国際共同研究の推進
〇連携重点大学との研究交流
〇国際共著論文数の増加
〇若手研究者の海外派遣
〇外国人研究者の招へい

 IR機能強化
〇データベースの拡充と大学連携
〇研究力の調査・分析
〇研究戦略立案

 URAのスキルアップ

大学研究推進機構

内部評価委員
会

研究推進戦
略室、URA

研究・研究者情報
競争的資金情報

 教育機能の強化
機構の経験をイノベーション人材育成やコンプ

ライアンス教育に活用

■研究基盤の充実
外部資金の獲得、研究支援人材の確保、若手・研
究者の育成とグローバル化の展開

■ 『知』の拠点としての役割
地方創生につながる研究交流、技術移転、科学
技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出

■世界をﾘｰﾄﾞする研究拠点形成
国際研究拠点の形成、地域発ｲﾉﾍﾞｼｮﾝの創出、
個性的研究の促進

Action

赤字は現在のURAの活動

中期目標の達成のためのURAの役割

「山口大学研究戦略構想（2017～）」
研究戦略を全学的に展開し、部局の強みを伸長させ機能強化を実現



山口大学研究戦略構想実現のためのURA室体制

研究活動分析
〇研究活動を、論文データ、特許データ等様々な情報を収集・分析し、「ポテンシャルの高い研究領域を可視化」。
〇科学技術 ロードマップや省庁・自治体等における政策関連情報等の収集・分析とあわせて、「有望研究領域を特定」。
〇研究者の「研究テーマの設定」、「研究体制の整備」、「研究資金獲得」の円滑化。

重点プロジェクト支援
〇「先進科学・イノベーション研究センター」
に所属する研究拠点の支援と異分野融合
による新規研究プロジェクトの創出。
〇研究拠点、研究プロジェクトに対する資金
獲得、プロジェクトマネジメント（工程管理、
予算管理、評価、コンプライアンス等）、
成果の知財化、産学連携（共同研究、技術
移転、 地域貢献）等を一貫して支援。

山口大学におけるURA室体制図

資金獲得支援
〇研究資金に関する情報収集の迅速化と
研究資金検索システムの構築等により、
その研究資金情報に適合する研究者に
「ピンポイントでタイムリーな情報提供」。
〇資金獲得のためのアドバイスや申請書
のブラッシュアップ等により、研究者の
「研究資金確保」に貢献。

研究広報・アウトリーチ
〇広報担当部署と連携し、特徴的な研究活動・研究者をホームページ等の広報メディアで紹介。
〇定期的に研究成果をまとめた「研究広報誌」を発刊し、研究活動に関する情報を広く学内外に発信。
〇研究者間の相互理解を深め、研究活動を活性化。



1. URA室設置と現状

発表論文の割合からみた山口大学の研究領域

各地区の配置URA数とその主担当職務

3. URAの中間評価、昇任評価の指標策定
産学連携部門専任教員の人事評価基準、研究支援人材に
対して行っている評価シートの項目などを参考に原案作成

これまでの評価に加え、複数年にわたる外部資金導入等へ
のかかわりに関する数値データ（支援プロジェクト数、導入資
金等）による評価の導入（平成29年10月～）

常盤
URA室

小串
URA室

研究推進戦略部
（URA室）

大学研究推進機構

吉田
URA室

各地区支援事務

プロ
ジェクト 広報IR 若手研究者

育成
法務

山口大学研究戦略構想実現のためのURA組織体制整備と現状

2. URAの名称付与
URAの名称付与（平成24年6月）
シニアURAの名称付与(平成24年10月）
産学連携活動強化のためにURA教授等の名称付与

(平成30年1月～）

事 項 年月日

山口大学大学研究推進機構 URA室設置要項制定、ＵＲＡ室発足
・URA3名、URA支援事務部門4名体制でスタート
・研究推進戦略部ＵＲＡ室創設
・３地区（吉田、常盤、小串）へのＵＲＡ配置完了
・東京事務所にＵＲＡ配置

H24.6.1,
〃
H24.10.1,
H24.12.1,
H28.1.1

URAの就業規則等制定及び改正
・国立大学法人山口大学契約専門職員就業規則 他

・国立大学法人山口大学職員就業規則 他 （無期雇用の整備）
・テニュアトラック化を見据えた雇用形態へ移行

H24.7.19,H24.9.11,
H24.10.1,H27.2.1

H27.7.1
H29.4.1

各地区のＵＲＡ配置状況
・吉田地区（URA3名、室長1名、支援事務部門長1名、支援事務2名）
・常盤地区（URA4名、新規1名公募中、部門長1名、支援事務2名）
・小串地区（URA4名、支援事務2名）
・東京事務所（URA1名） 合計 22 名

H29.11.1現在

東京

事務所

戦略



■研究基盤の充実

 URAによる産学共同研究（クラウドファンディング等も含む）等への支援
内容
1. 支援した教員名
2. 具体的な支援内容
3. 共同研究等につながった研究数
4. 導入された受託/共同研究費（直接経費/間接経費）
5. 学術論文数を増加させるために実施した支援内容

 URAの企業訪問を伴う産学連携活動（種類と内容）
1. 訪問した企業名
2. 具体的な訪問内容
3. 共同研究等につながった企業数
4. 導入された受託/共同研究費（直接経費/間接経費）

 教員が主導の産学共同研究等の支援
1. 支援した共同研究の件数
2. 具体的な支援内容（契約支援等も含む）
3. 導入された受託/共同研究費（直接経費/間接経費）

 新たに創出をしている（した）学内研究プロジェクト
1. プロジェクトの内容
2. 具体的な支援内容

公的資金（科研費、AMED等）に係る申請支援
1. 申請支援数
2. 資金名称とプロジェクトの内容
3. 具体的な支援内容
4. 支援した研究の獲得資金額（直接経費/間接経費）
5. 支援した研究の採択数と採択率（平均値との比較）

若手研究支援
1. 支援した教員の数
2. 具体的な支援内容
3. 支援した教員の獲得資金額（直接経費/間接経費）
4. 学術論文数を増加させるために実施した支援内容

 経営戦略の立案
1. データベースの拡充状況
2. 研究力の調査・分析の内容
3. 研究戦略立案と提案
4. 経営戦略の立案と提案

 URA（個人）のスキルアップ
1. 向上を目指したスキルの内容とそのレベル
2. スキルアップを図るための行動

■ 『知』の拠点としての役割
 イノベーション創出支援と情報発信

1. 研究実績の情報発信（広報活動）
2. ホームページの更新（件数）
3. 年報、広報誌、パンフレット等の作成
4. 学報別冊の作成

包括的連携による技術移転（宇部興産、トクヤマ）
1. 支援した共同研究契約の件数と契約額
2. 具体的な打ち合わせ内容（訪問回数等も含む）
3. 実施したニーズ・シーズマッチングの内容
4. 包括的連携の継続交渉

新たな包括的連携に向けた活動
学術指導制度（技術指導、技術相談やコンサルティング）の実施

1. 関係した技術指導の件数と契約額
2. 関係した技術相談の件数と契約額
3. 関係したコンサルティングの件数と契約額
4. COC+コーディネータとの連携により発展した指導の件数と契約額

 先端機器の学外利用の促進への関与
1. 関係した学外利用の件数と利用額
2. 関係した学外への開放計測機器数
3. 関係した学外への依頼計測サービスの件数

知的財産戦略（知的財産センター）
1. 関係した教員による知的財産に関する相談件数
2. 関係した戦略性のある特許出願により成立した特許件数
3. 関係したPCTに基づく国際特許出願の件数とJSTからの支援件数
4. 関係した大学保有特許の利用件数
5. 関係した特許出願が関係した受託/共同研究数
6. 関係した特許実施料収入金額

●支援チームとしてのKPIの設定も可能とする。
●具体的な数値目標が設定できない項目は、定性的な評価を行う
●単年度の評価ではなく4～5年程度の複数年で評価

山口大学研究戦略構想実現のためのURAの役割

ＵＲＡに求められるKPI



URA活動の報告・評価シート

評価シート（サンプル） 報告・評価項目

✓研究者ヒアリング頻度・内容

✓企業との共同研究橋渡しの関与件数・内

容（外部資金獲得額）

✓プロジェクト型研究チーム編成に関与した

件数・支援内容（外部資金獲得額）

✓大型資金等の申請支援件数・支援内容／

獲得件数（外部資金獲得額）

✓地域貢献活動の件数・内容

✓知的財産創作に関わった件数・内容

✓URA活動に関わる自己評価

✓講習会・研究会・研修などで得られた能力



• URA組織の中心となるURA室を整備し、本学研究活動の中・
長期的な展開支援を行う組織として立ち上げる。

• URA室の活動を長期にわたって維持し、本学の研究力を強

化するとともに、その研究力を外部資金（共同・受託研究費、
科学研究費補助金）の増加につなげる。

URA組織体制整備・維持に対する方針

URA組織の立ち上げ

研究力の強化と外部資金の増加



URAが支援する研究拠点プロジェクト

学内研究者

PJチーム編成

研究拠点プロジェクトチーム

研究資金応募支援
（申請書作成支援等）

学術研究担当副学長
研究成果報告書
作成支援

PJの各段階で適切な支援

小串地区

 特徴ある研究を地域イノベーション・エコシステム形
成プログラムに申請し、「革新的コア医療技術に基
づく潜在的アンメット・メディカル・ニーズ市場の開拓
および創造」プロジェクトが採択。

 再生・細胞治療研究センターのプロジェクトが「やま
ぐち産業戦略研究開発等補助金」に採択。

 「生命医工学センター」プロジェクトのJSTイノベーシ

ョンジャパン出展を「生命医工学による創薬基盤技
術と医療機器システム」として、大学が組織的に関
与。

常盤地区
 JAXAとの連携支援。

 山口県「スペースヒル」構想に基づく概算要求作成
支援。

 光・エネルギー研究センター広報支援。

吉田地区
 中高温微生物研究センターの

「共同利用・共同研究拠点」申請支援。
 医獣連携プロジェクトの創出。



ＵＲＡが支援する外部資金獲得状況

平成28年度新規科研採択件数498件で配分金額は27位

平成27年度共同研究受け入れ件数172件
受け入れ金額は21位

ＵＲＡに求めれられるKPI
◆産学共同研究等への支援内容
◆教員が主導の産学共同研究等の支援
◆公的資金（科研費、AMED等）に係る申請支援

✓ 科研費申請書のブラッシュアップ
◆若手研究支援



■事務対応案件の高度専門化
◆契約の複雑化（従来よりも要対応機関が増え、契約内容も多様化・複雑化）

対企業、対公的機関、対各種財団、対外国（企業、政府）

◆法令遵守など法務管理の重要性の増加
・生物多様性条約 ・安全保障輸出管理関係
・遺伝子組み換え実験関連法規（カルタヘナ法等関係法令）
・労働衛生・安全管理 ・放射線取扱各種法令・使用申請
・学術指導制度 ・研究者主導臨床研究制度 など

事務対応案件の高度専門化に対応可能な体制構築

本学教職員が新規研究開発を伴わない研究及び技術上
の専門知識に基づく指導助言により、企業等の業務又は
活動を支援。

奨学寄附金の提供について、製薬企業が共同研究・受託研究ではな
い新たな資金支援の制度化を要求。

寄附金大幅減・制度未整備に伴う機会損失、コンプライアンス及び知
的財産等の確保に対応するため制度化。

研究者主導臨床研究制度の流れ



一般事務職員 → URA

URA支援事務部門

URA部門

・URA支援事務部門勤務、
2年から3年程度を想定
・自薦、他薦後、審査

URA支援事務部門への異動も可

・URAとの協働に参画し、URA職務の概要を把握、各種研修によるスキルアップ
◆一般事務部門スタッフを一時的に受入 → 専門職研修制度としても機能

・H28年に契約、経理、広報、法務、研究倫理などを中心に担当する高度専門職員として
URA室（常盤）に配置換え
◆JST目利き人材の講師（H26年～）として活躍

キャリアパスモデル

大学等、研究機関の研究成果を実
用化するための技術移転・産学連
携業務に従事する人材（目利き人
材）の専門能力の向上、目利き人材
のネットワークを目的とした研修

https://sangakukan.jp/journal/journal_contents/2017/08/articles/1708-03/images/1708-03_fig_1.png


ポスドク → URA

博士後期課程
修了者

URA支援事務部門

・URAとの協働に参画し、URA職務の概要を把握

・URAに必要なスキルをOJT、各種研修会・講習会（学
内・学外）などにより取得

◆自分の将来（URA適否を含め）を見極める機会
◆専門性を生かして、広報のデザインも担当

応募・
選考

◆H27年
支援事務採用

◆H29年
URA昇格

キャリアパスモデル

山口大学研究広報（2015 Vol.3） 中村修二教授セミナーポスター（2016）
女性研究者支援室 ニューズレター
Vol.4（平成28年9月発行）

審査
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資金の好循環 知の好循環 人材の好循環
産学連携本部
機能の強化

ベンチャー支援

組織対組織への対応に
向けて強化中
URA室・産学公連携セン
ターにて共同研究や外部
資金獲得を支援中。企業と
の包括的連携3社。さらなる
拡充を狙う。

現在も継続している
山口大学発ベンチャー7社！
2003年にベンチャー企業入居可能
な施設を整備し、知財、開発費獲
得、事業計画・定款の作成支援を
継続中。

リスクマネジメント
URA主導で輸出管理・利益
相反の管理体制構築済。
現在、営業秘密の管理体
制強化中。

さらなる資金受入に向けて
URA主導で医師主導臨床研究
制度、学術指導制度を新設。
現在、教員の人件費受入れに
向けて準備中。

他大学に先駆けて、知的財産の
活用に向けた取組を実施中
URA室・知的財産センター・山口TLO
が連携して特許出願・実施契約を支
援。地域への「特許無料開放」実施
中。

クロスアポイントメント制度の
整備完了
現時点で企業との混合給与の
教員は2名。企業との連携を強
化し、拡充を狙う。

ガイドライン策定以前から、企業の求める産学連携制度の新設及び既存制度の見直しを
積極的に行い、組織対応に向けた体制作りと研究活動全体の底上げを行っている。

＜ガイドライン対応に関する現状と今後＞

「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」早期対応

さらなる資金受入に向けて
URA主導で研究者主導臨床研究
制度、学術指導制度を新設。
現在、教員の人件費受入れに向
けて準備中。


